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社会資本整備審議会 道路分科会 第５４回基本政策部会 

平成２８年６月２３日 

 

 

【総務課長】  まだ遅れていらっしゃる先生がいらっしゃいますが、定刻になりました

ので、そろそろ始めさせていただきたいと思います。 

 皆様、本日はお忙しい中、お集まりいただきまして、まことにありがとうございます。 

 ただいまから、社会資本整備審議会道路分科会第５４回基本政策部会を開催させていた

だきます。 

 まず、開会に当たりまして、技監の森及び道路局長の石川より、ご挨拶申し上げます。 

【技監】  ただいまご紹介いただきました、２１日付で技監を拝命いたしました森でご

ざいます。 

 この基本政策部会に関しましては、道路局長が主宰をするということでございますので、

私は本来ここに居てはならないというか、というポジションではございますけれども、今

までの流れもございまして、少し冒頭にご挨拶をということでございます。 

 今まで１年近くでございますけれども、先生方にはお世話になり、いろいろなアドバイ

スをいただきましたことを、厚く感謝を申し上げる次第でございます。 

 特に新しい施策の議論を始めましょうという、緒につこうとした途端に辞令が出まして、

残念ながらではございますが、これらの議論に参加することがなかなかできなくなってし

まったことのおわびと、また、一層のこれからのご支援をお願いいたしまして、私の冒頭

の、また、道路局長の離任のご挨拶とさせていただきます。 

 今後、いよいよ皆さん、その気になって、新しい道路行政の新しい局面をつくりだそう

ということでの思い、いよいよ高じてきているところでございます。何とぞ、先生方のご

指導を賜りますことをお願いいたしまして、私の冒頭のご挨拶とさせていただきます。よ

ろしくお願いします。また、今まで、ありがとうございました。 

【道路局長】  森の後任で、道路局長を拝命しました石川でございます。 

 １１カ月弱で、また道路局に戻ることになりまして、それ以前より、委員の先生方には、

大変お世話になっておりまして、改めましてご指導のほどよろしくお願いいたします。 

 また、本日は、本当にお忙しい中お集まりをいただきまして、まことにありがとうござ

います。 
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 石田先生には、部会長をお引き受けいただきまして、ありがとうございます。また、今

回から、石田部会長による最初の基本政策部会となるわけでございまして、本日は、審議

事項として２点をお願いしているところでございます。 

 １点目は、４月の熊本地震を踏まえた課題と論点でございます。４月の発災以来、九州

地方整備局はもとより、全国からＴＥＣ－ＦＯＲＣＥを派遣するなど、国としても全力で

復旧に取り組んでいるところでございます。私の前職の関東地方整備局におきましても、

延べで６００人、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥを派遣いたしました。発災当初、なかなか基礎自治

体、特に技術者が少ない基礎自治体においては、被災者対応でもう手一杯で、私ども整備

局のＴＥＣ－ＦＯＲＣＥが、インフラの被災状況調査を発災直後から行ったことは、イン

フラの早期の復旧に意味があったのではないかと思っております。 

 一方では、その過程において、様々な課題、教訓もあらわれているところでございまし

て、主たる課題とか対応方針を整理させていただいて、委員の先生方のご意見を賜りたい

と考えているところでございます。 

 ２点目は、技監からもお話がございました、今後の道路施策の展開でございます。前回、

１２月の部会におきましては、平成２４年度にいただきました建議のフォローアップとと

もに、今後の道路施策の論点のたたき台を示して、ご意見を頂戴したところでございます。 

 本日をキックオフにしまして、テーマごとにご議論をいただきながら、今後の道路施策

について、１年ほどで取りまとめをしていきたいと考えております。本日は、議論の枠組

みや各施策の方向性の案を示させていただいておりますので、ご意見をいただきたいと考

えております。限られた時間ではございますけれども、次の世代の新たな道路施策に反映

させるべく、委員の先生方から忌憚のないご意見を頂戴したいと考えております。よろし

くお願いいたします。 

【総務課長】  続きまして、今年２月２日より部会長に就任されました、石田部会長よ

りご挨拶をお願いいたします。 

【石田部会長】  今ご紹介いただきました石田でございます。新米ですので、よろしく

お願いを申し上げます。 

 技監と局長からご挨拶をいただきまして、これからの本当の大事な道路政策、新しい政

策、あるいはこれまでの大事な政策の継続性も考えて、その折り合いの中で、いい、国民

の生活の役に立つ、日本が本当に復権できるように、大事な道路でございますので、方向

性や在り方について、忌憚のない議論をいただければありがたいと思っておりますし、交
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通整理に専心をしたいと思っております。 

 少しだけお時間をいただきまして、思うところを若干述べさせていただきたいと思いま

す。後で議論になろうかと思いますけれども、例えば、訪日の外国人が、あっという間に

１,０００万人を超えたと思ったら、２年ぐらいで倍になって、２,０００万人になります。

今年、確実になろうかと思います。それが、２０３０年には４,０００万人という政府の目

標が挙げられておりますし、気の早い方は、８,０００万人とか１億人という数字が、もう

巷間ではささやかれてこようとしています。こういうふうに非常に変化が激しいことが挙

げられると思いますし、あるいは、ＩＣＴの急速な変化に関連しまして、自動運転が、も

う夢物語ではございません。そういう中で、道路の在り方というのが、本当に大事な議論

だと思います。 

 そういう変化の激しいものだけではなくて、一見ゆっくりだけれども、日本のこれから

の将来に大きな影響を与えそうなものが、人口減少問題とか超高齢社会でございます。石

井大臣の生産性革命プロジェクトは、ここに対してどういう扱いをするのか、どういうス

タンスで臨むのかということからすると、きわめて大事な視点だと思っております。人が

減るから効率性を上げなくてはいけない、生産性を上げなくてはいけない、そのために、

最も大事なインフラの一つである道路が、いかにあるべきかということでございます。災

害の問題も、今日議論いただきますけれども、熊本の震災は、新たな地震もある、古くか

らあったかもわかりませんが、想定外という問題が多々ございましたし、その後に引き続

いた洪水も、気候変動に伴う極端気象が、これからますます頻発する中で、安全・安心な

サービスをどう提供するかで、本当にたくさん議論すべきことがあろうかと思います。 

 そういう中で、社会とか人の暮らしとか、経済活動とか、希望や明るさを支えるのが道

路だと思っております。ぜひ、そういう観点から、委員の皆様方の活発な議論、意見をい

ただければありがたいと思っておりますので、新米ですが、よろしくお願いをいたしまし

て、挨拶とさせていただきます。 

【総務課長】  ありがとうございました。 

 次に、お手元の資料の確認をさせていただきたいと思います。 

 上から、配席図、議事次第、委員名簿のほか、議事次第に資料の記載がございますけれ

ども、資料１から６及び参考資料１と２がございます。漏れている資料がございましたら、

お知らせくださいますよう、お願いいたします。 

 また、本日の部会の議事につきましては、運営規則第７条第１項につき、公開といたし
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ております。 

 本日は、大串委員、草野委員、兵藤委員、屋井委員におかれましては、所用によりご欠

席との連絡をいただいております。また、久保田委員は、所用により、少し遅れて到着予

定と伺っております。 

 本日ご出席いただきます委員の方は、委員総数１１名のうち７名でございますので、社

会資本整備審議会令第９条第１項による定足数を満たしておりますことをご報告申し上げ

ます。 

 カメラ撮りはここまでとさせていただいておりますので、マスコミの方はご協力をお願

いいたします。 

 それでは、以降の議事の進行を、石田部会長にお願いいたしたいと思います。よろしく

お願いします。 

【石田部会長】  これより議事を進めさせていただきたいと思います。 

 初めに、熊本地震を踏まえた課題と論点について、事務局より説明をお願いいたします。 

【国道・防災課長】  はい、国道・防災課長の川﨑でございます。 

 私から、ご説明をさせていただきます。座って失礼をさせていただきます。 

 まず、熊本地震を踏まえた課題と論点という内容に入る前に、資料１を用いまして、熊

本地震における被災及び復旧状況について、ご報告を申し上げたいと思います。 

 １ページをお開き願いたいと思います。今回の地震は、４月１４日２１時に発生しまし

た前震と、１６日未明の本震、ともに最大震度７の揺れが２回発生しております。また、

震度６弱以上でいきますと７回もの揺れが発生し、さらに熊本から大分にかけまして、余

震が多発したという特徴を有しております。 

 ２ページをお願いいたします。４月１４日の前震の震源域付近におきましては日奈久断

層帯が、４月１６日の本震の震源域付近には布田川断層帯が、また、これとほぼ同時に、

由布市で発生いたしました地震の震源域付近には、別府－万年山断層帯が存在しておりま

す。これらの断層帯付近で被害が発生しております。 

 ３ページをお願いいたします。道路の主な被災状況でございます。先ほど申しました断

層や、あるいは震源を主体に入れました図に、主な構造物の被災箇所を落としたものでご

ざいます。紫の枠で旗揚げしたものが橋梁の被災箇所、また、青の枠で旗揚げしましたも

のが、土工関係の被災箇所でございます。 

 ４ページをお願いいたします。まず、高速道路の被災状況でございます。九州道におき
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ましては、植木ＩＣ～八代ＩＣ間におきまして、盛土のり面や橋梁、歩道橋に損傷が発生

いたしました。また、大分道におきましては、湯布院ＩＣ～日出ＪＣＴ間におきまして、

切土のり面などの崩壊などが発生しております。下に写真を幾つか入れております。 

 次、５ページをお願いいたします。一般道路におきましては、阿蘇大橋地区では、土砂

崩落によりまして国道５７号が寸断され、また、国道３２５号の阿蘇大橋が落橋するとと

もに、活断層に近かった県道の中ほどでございますが、熊本高森線におきまして、俵山ト

ンネルの覆工コンクリートの崩落や、橋梁の損傷が、また一番右側になりますけれども、

南阿蘇村の村道栃の木～立野線におきましても、土砂崩落などによりまして、橋梁に損傷

が発生しております。 

 ６ページをお願いいたします。その他、盛土の崩壊、落石というもの、あるいは電柱な

どの倒壊、傾斜などが、多数発生いたしました。 

 ７ページをお願いいたします。道路インフラの復旧関係でございます。まず、道路イン

フラの復旧で、高速道路に関しましては、阪神淡路大震災以降、耐震補強を進めるととも

に、発災直後から２４時間体制で復旧作業を進め、発災から２５日後の５月９日に、全線

での一般開放を実施しております。また、大規模な斜面崩落が発生しました国道５７号、

あるいは国道３２５号、右の図で行きますと赤丸２つの上のほうでございますけれども、

これらの復旧にはかなりの時間を要することから、国道の代替機能を確保するということ

で、並行しますミルクロードあるいはグリーンロード南阿蘇といった道路の機能強化につ

いて、熊本県と連携して取り組んだところであります。 

 ８ページをお願いいたします。復旧への支援でございます。被災自治体への支援といた

しまして、全国の整備局から延べ８,０００人強のＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣

隊）を被災地に送り込みまして、自治体管理の道路の被災状況調査の代行を行うとともに、

先ほど申しました緊急車両の通行を確保するための道路啓開の実施など、地元職員と一緒

になって、迂回ルートの確保に努めたところであります。 

 ９ページをお願いいたします。復旧の支援ということで、道路インフラの復旧に際しま

して、高度な技術的判断が必要な箇所につきましては、国による代行を実施しております。

具体的には、国道３２５号の阿蘇大橋の復旧を直轄代行で行うとともに、俵山トンネルを

含む県道の熊本高森線や、村道栃の木～立野線につきまして、大規模災害復興法を適用し

て、国が代行して復旧工事を行っております。 

 次に、１０ページをお願いいたします。道の駅についてでございます。熊本県内におき
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ましては２８の道の駅がございまして、そのうち６駅が被災をいたしました。４月２６日

までに全ての駅で営業を再開し、災害発生後の緊急避難者への対応といたしまして、各道

の駅が、避難場所の提供や飲食品の提供、炊き出しの実施などを行っております。また、

自衛隊やＴＥＣ－ＦＯＲＣＥなどの支援基地として機能するとともに、道の駅同士の連携

による支援物資の提供や、ＳＮＳあるいは地域ＦＭなどを使いまして、被災者への情報提

供などを行うなど、熊本震災におきましても、道の駅が大きな役割を果たしたことをご報

告させていただきます。 

 次に、熊本地震を踏まえた課題と論点をご説明させていただきたいと思います。資料２

をお開き願いたいと思います。 

 １ページ目をお願いいたします。発災直後の情報収集から人命救助、救援物資の輸送、

生活再建、復興支援、将来の備えという各フェーズで、課題を８つに取りまとめておりま

す。 

 ２ページをお開き願いたいと思います。最初は、道路通行可否情報の収集についてでご

ざいます。４月１６日の本震が未明であったこともありまして、発災後の通行可否の情報、

すなわちどの道路を走ることが可能かという情報に関しまして、道路を実際に走行した車

からの情報収集のみで対応したために、作成に時間と労力を要しました。 

 また、現地の道路情報を把握するためのカメラが、光ケーブルの切断や、ヘリの夜間飛

行が不可であるという理由から、速やかな情報収集という面におきまして、幾つかの課題

が残りました。特に、今回は、たび重なる余震が発生したこともありまして、道路の交通

状況を速やかに把握する上でも、カメラなどの活用が、交通情報を速やかに把握する上で

重要であるという認識に立ったところであります。 

 今後の対応といたしまして、様々な技術、ツールを組み合わせて情報の収集を行い、迅

速な情報の集約を実施するべきではないかと考えております。 

 また、今回は、大規模のり面崩落が起こりましたことで、図２にありますように光ケー

ブルが寸断されたこともありまして、ＩＴＶカメラのデータが収集できなくなったという

ことでありまして、データが途切れない、リダンダンシーが確保された情報収集の仕組み

を整備するべきではないかと考えているところであります。 

 次、３ページをお願いいたします。道路構造物の被災・応急復旧関係でございます。今

回の地震動は、兵庫県南部地震のような内陸直下型地震の揺れを、一部の周期帯で超える

激しい揺れを観測しましたが、兵庫県南部地震以降充実しました耐震基準を適用した橋梁
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では、大半で耐震性能を満たしておりました。一方、耐震補強は十分ではなかった緊急輸

送道路の橋梁などでは被災が発生し、緊急輸送道路としての機能を速やかに回復できない

事例も見られました。このため、耐震補強が十分でない橋梁の耐震補強を速やかに加速さ

せるべきではないかと考えているところであります。 

 また、写真８にありますように、九州自動車道をまたぐ橋梁で、水平方向の抵抗力を受

け持たないロッキング橋脚という特殊な橋梁が落橋いたしております。このため、このよ

うな形態の類似の橋につきましては、適切な耐震補強、または撤去の実施を行うべきでは

ないかと考えております。 

 土工関係といたしましては、写真９にあります、国道４４３号の益城町のケースのよう

に、集水地形、水が集まる地形の上に盛土を行った箇所の崩落や、道路区域外からの落石、

あるいは土砂崩落が発生しております。この点を踏まえまして、緊急輸送道路におきまし

ては、同じような地形の盛土に対しまして点検を実施し、必要な対策を講ずるべきではな

いかと考えております。 

 また、道路区域外からの落石などに対してまして、事前の点検人員、道路管理者自らが

撤去できるようにするなど、制度の見直しも含めて、対策、検討が必要ではないかと考え

ているところでございます。 

 ４ページをお開き願いたいと思います。３つ目は、占用物件の被災でございます。震源

付近の益城町におきましては、写真１１あるいは１２のように、電柱の倒壊や傾斜により

まして、救急、救援活動、あるいは復旧活動に支障が出ております。また、地下埋設占用

物件も、液状化によりまして、幾つかの変状が確認されております。 

 今後の対応といたしましては、道路の防災性の向上という観点から、無電柱化を進める

ことが重要ではないかと考えておりますし、特に緊急輸送道路におきましては、既設の電

柱の占用制限も進めるべきではないかと考えております。 

 さらに、無電柱化が実施されるまでの間、今回の地震におきましては、倒壊や傾斜した

電柱が、どこでどのくらいあったのかを、道路管理者として把握することができず、結果

的に緊急車両へ通行可否の情報を提供するのに支障が出たことから、地震時の被災状況に

つきまして、関係者で情報を共有する仕組みが必要ではないかと考えております。 

 ５ページをお願いいたします。４つ目といたしましては、応急復旧活動の支援関係でご

ざいます。先ほど紹介させていただきましたように、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥが、発災後、被

災地域の調査の代行や緊急車両の通行確保のための対応を行いましたが、その位置づけに
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つきまして、法制化することで、より地域の自治体の期待に応えていくべきではないかと

考えているところであります。 

 また、今回は、先ほども申しましたように、県管理の国道３２５号、阿蘇大橋につきま

して、県の要望を受けまして、国が復旧を代行するとともに、大規模災害復興法を適用い

たしまして、俵山トンネルなどの県道や村道を、国が復旧工事を代行しております。 

 このような高度な技術的な判断を、法律的に遂行するための体制を整えて臨むべきでは

ないかと考えているところでございます。 

 次、６ページをお願いいたします。５つ目といたしましては、特殊車両通行許可手続の

関係であります。被災地を発着いたします特殊車両の通行許可の手続につきまして、被災

の自治体においては、右の中ほどの表１にありますように、中止せざるを得ない状態が発

生いたしました。 

 一方、通行に当たっての道路の障害のデータベースが整備されている道路につきまして

は、国で一元的に審査が可能であり、そのような被災自治体に関連する経路につきまして

も、自治体と協議を行わずに審査が可能であります。このため、災害時も念頭におきまし

て、そのようなデータをあらかじめ整理することで、このような審査を自動的に行うシス

テムを強化しまして、災害時の行政の停滞を回避するべきではないかと考えております。 

 また、今回、大分港の製油所から熊本に向けまして、国道５７号を経由して、タンクロ

ーリーがガソリンを運搬しているわけでございますけれども、今回はたまたま該当があり

ませんでしたが、例えば、迂回ルートに、５キロの長大トンネルがありますと、タンクロ

ーリーの通行が不可能となります。このような場合でも、例えば、災害時には、前後に誘

導車を付けてタンクローリーを特別に通行させるなど、緊急時の対応をあらかじめ整理し

ておくべきではないかと考えております。 

 次、７ページをお願いいたします。６つ目といたしまして、関係者間の連携による渋滞

対策でございます。今回の地震によりまして、これは、４月１４日に発生した地震後に九

州自動車道が通行止めとなりましたので、並行いたします国道３号に南北方向の交通が集

中し、渋滞が発生いたしました。この渋滞対策を図るために、最初の震度７の地震の翌日、

すなわち４月１５日には、現地の調整会議を設置いたしました。図１２にありますように、

通行止め区間の植木ＩＣに交通が集中しないよう、利用するＩＣを誘導することで、熊本

市内への交通の分散を図ることで取り組んだわけでございますけれども、実際現地で対応

できましたのが、４月１８日以降となっております。このように、災害時の渋滞対策を行
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う現地の体制をあらかじめ決めておくことで、事前の体制や訓練が必要ではなかったかと

考えております。 

 また、利用ＩＣの誘導による熊本市内への流入交通の分散を図る上からも、災害時には

市内の混雑状況などを把握する、例えば、移動式のカメラなどの情報収集装置、あるいは

移動式の情報提供装置、これは写真１８にあるようなものを、そういう資機材をあらかじ

め確保しておくべきではないかと考えております。 

 次、８ページをお願いいたします。７つ目といたしましては、観光事業者への情報の提

供でございます。熊本や大分の観光地、あるいは温泉街におきましては、道路インフラな

どがおおむね問題のない地域におきましても、風評被害などによりまして、観光客が大き

く激減いたしまして、経済に大きなダメージを受けております。 

 今後の対応といたしましては、災害時において、観光地へのアクセスルートや通行可能

情報を整理し、観光事業者などに提供する体制を、あらかじめ決めておく必要があるので

はないかと考えております。また、被災や風評被害により減少した観光客の回復をする支

援の施策といたしまして、そういうものも必要ではないかと考えております。 

 なお、今回は、減少している観光客の回復を後押しするために、九州の高速道路におけ

る観光周遊割引を、この７月１５日から導入する予定でございます。 

 次、９ページをお願いいたします。８つ目、ネットワーク機能の確保でございます。熊

本県には緊急輸送道路が約２,０００キロ指定されており、今回の地震におきまして、５０

カ所で通行止めが発生いたしております。特に、東西軸の緊急輸送道路であります国道５

７号や、県道熊本高森線が通行止めとなりましたことから、熊本の地域から阿蘇地域への

救援物資の輸送が困難となりました。緊急輸送道路の復旧段階でも、今回被災した橋を支

えるベントといった資機材の融通、調達にも時間がかかり、応急復旧に時間を要するケー

スもありました。 

 今後の対応といたしましては、緊急輸送道路の具備すべき条件を見直しまして、迂回路

が弱い区間や、緊急輸送道路の優先度を定めるなど、集約化・重点化を図るとともに、計

画的な整備管理を行っていくのが必要ではないかと考えております。 

 また、縦軸に比べまして、図１７、１８のネットワークのように、九州の東西軸の弱さ

が今回顕在化したこともあり、戦略的かつ効率的なネットワークの強化を図るべきではな

いかと考えております。 

 復旧に要する資機材の確保も重要なテーマであり、復旧用の資機材に関する情報を、道
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路管理者をはじめ、関係者で情報共有をいたしまして、迅速な融通を図る仕組みも必要で

はないかと考えております。 

 以上が、今回の熊本地震を踏まえました主な課題と論点でございます。ご審議をよろし

くお願いいたします。 

【石田部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明について、ご意見、ご質問等お願いしたいと思います。どな

たからでも結構ですが、いかがでしょうか。 

【朝倉委員】   地震を踏まえた課題と論点の中でコメントさせていただきます。最初

に、通行可能なルートを探す、提供するという話がありましたね。２ページ目でしょうか。 

 そのときに、この図の中にもありますように、民間プローブ、あるいはＥＴＣ２.０のよ

うに、実際に一般利用車の方が通れたという実績を示すのは、これはこれで有効な情報で

あることは確かだと思うのですけれども、これは必ずしも安全に通れたかどうかわからな

いわけで、かなり危険な道を無理に通った結果が、こういうデータとして残ったこともあ

ります。こういう情報が出る一方で、そのルートの安全性については、道路管理していた

だいている方が速やかに判断していただいて、それを提供することが、きわめて重要では

ないかと思います。 

 そのために何をするのかがここに書いてあって、様々な技術を組み合わせて云々と書い

てあるのですが、今でも、黄パトのようなものに、カメラと画像解析の道具を積んであっ

たりするのではないかと思うのですけれども、そういったものをより強化していただくの

が、一つあり得るのかと思う次第でございます。 

 もう少し後に、６ページだったですか、特殊車両のこととその後の渋滞対策とも両方に

関係するのですけれども、こういったシステムがきちんと動くためには、平常時の審査の

システムを、うまく動くように効率化しておくことが、すごく重要だと思うのですね。そ

ういったことをやっておいた上で、処理システムに余裕を持たせておかないと、災害時に

機能しないので、そういったシステム設計をしていただくことが重要ではないかと思いま

す。 

 とりわけ、平常時に特殊車両がどういうルートを使っているのかがわからないと、異常

時にその車をどこに誘導するかができないわけですね。ですので、当然、平常時のデータ

は、日々たまっているわけですから、それを分析していただいて、そういった車に対して、

提供すべきあるいは迂回させるべきルートが、どういうルートであるのかを検討していた
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だくことが大事かと思います。 

 それは、次の７ページ目の関係者の連携による渋滞対策についても、実は同じで、平常

時にどういったルートを使っているかを調べることなくして、迂回ルートを提供すること

はないだろうと思います。そういった情報が、今いろいろ、日々蓄積されつつありますの

で、それに基づいて、迂回、要するに需要の空間分散ですけれども、これを図っていただ

く必要がある。むやみに迂回ルートを指示すると、そこに、今度は逆に交通が集まってし

まって、有効な迂回ができないこともあろうかと思うので、そういったことを吟味する上

でも、平常時にどのようにルートが使われていて、それを迂回させるときにどういったル

ートが利用可能で、そこのキャパがどれぐらいあるのかを、常時のデータをもとに、きち

んと分析していただいた上で、こういったことを検討されるのがいいのではないかと、感

じます。 

 以上です。 

【石田部会長】  はい、ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。では、羽藤委員、お願いいたします。 

【羽藤委員】  どうもご説明ありがとうございました。 

 私、熊本地震のとき、ちょうど１５日の本震のとき、熊本におりまして、どうやって出

るのかと、非常に悩んだというか、判断、困った経験も含めてですけれども。まず、これ

は朝倉先生と全く同じですが、いざというときに、国土交通省さんが、どこが通れてどこ

が通れないのかという情報を、はっきりと責任を持って収集して出していただくというと

ころは、非常に、私には重要かという気がいたしました。民間の情報提供をやられている

方にいろいろお聞きしても、災害時は、我々としても責任を持ちかねるということも、内々

では聞いたりしますし、一般道も含め、責任を持つ形で出していただく。 

 ただ、そのためには、平常時のカメラを増やすとか、ドローンの体制をつくるとか、あ

る地域のくくりで、非常時にどういう媒体でどうデータを取っていくのかを、日常時の情

報収集も含めて底上げしていただきたいのが、まず１点目でございます。 

 ２点目は、５ページ目のＴＥＣ－ＦＯＲＣＥについてであります。これは、ＴＥＣ－Ｆ

ＯＲＣＥ、毎回災害が出ますと非常に活躍いただいて、非常に心強いところを、私も感じ

ているわけですが、これは、制度的にどういう裏づけがあって、どういう組織として位置

づけられているのかと、これは質問ですけれども、お伺いしたいと思いました。 

 国土交通省の中に、何か起こったから動くということではなくて、常設のそういう組織
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として、きちんとした法律的、制度的な担保も持って、設置されているのかどうか。私は、

そうすべきかという気はしています。そうであれば別に問題はないのですけれども、その

あたり、お伺いしたい気がします。 

 あと、最後の点は、資料１の１０ページ目の道の駅でございます。道の駅につきまして

は、私、今益城町に少し何度かお伺いさせていただいているのですが、残念ながら、益城

町には道の駅がないのです。ないことが、だからどうということではないのですが、道路

を１つ使いながら復旧、復興していく、あるいは、被災者の方々も、非常にいろいろ住所

を移り変わっていく中で、道の駅というところで、拠点があって、そこで物流拠点のよう

な形でアドレスも与えられて、そこで荷物を受け取れるとか、いろいろな形で考えますと、

１つの自治体に１つ道の駅という体制づくりも、いざ災害が起こってみますと、必要では

ないかという気が、何度かお伺いしていて、非常に強く感じるものですから、この道の駅

の設置について、そういった観点でのご検討をしているかどうかについて、お聞かせいた

だければという気がいたしました。 

 以上です。 

【石田部会長】  質問、２つありますけれども、後でまとめて、担当される方から、回

答いただければと思いますが。ほかに。どうぞ、久保田委員。 

【久保田委員】  まず、３.１１のときの当事者の方に伺ったのですけれども、当時、道

路管理者間の情報の共有がうまくいかなかった。いろいろなところに必死で情報を探す人

から、例えば、国道事務所に電話が来て「何々県道がどうなっているか」と言われても、

さっぱりわからないということを言わざるを得なかったのが、かなり痛切なこととしてお

っしゃっていたのが、非常に私は印象深く思っているのです。 

 今回、そういう事象が起こってしまったのか、あるいは、この５年間で何か改善された

のか、そもそもそういうニーズがあったのかなかったのか、その辺、道路管理者間での情

報について、何か知見があれば教えていただきたいのが、１つ。 

 それと、もう１つ、多分同じようなことだと思うのですけれども、資料２の４ページの

占用の話が出ていまして、今後の対応についての論点の最後に、「関係者が被害情報を共有

する仕組みが必要ではないか」、この関係者とは、おそらく、もちろん道路管理者と電気事

業者さんだと思うのですけれども、これは、なかなか新しい話だと思いまして、私は、非

常に興味深く伺ったのです。もちろん大変いいことだと思うのと同時に、道路管理者さん

が必要な情報と、電気事業者さんが必要な情報は、若干ずれていると思うのです。つまり、
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電気事業者さんは、要するに電線が切れているかとか電柱が倒れているかという、そのも

のが必要だし、道路管理者さんは、電柱がどう倒れていて、道路がどうなっているかを知

りたいわけですね。 

 ですから、もし、この共有ということをやろうとするのであれば、とにかく共通のフォ

ーマットみたいなのを共有して、お互いが必要な情報が、きちんともれなく書き込まれる、

具体的なフォーマットの共有ぐらいまで話が進まないと、実際には、実りあることにはな

らないのではないかと思いまして、ぜひご検討いただきたいと思います。 

 以上です。 

【石田部会長】  ほかに。では。 

【根本委員】  私は、６ページにあるタンクローリーの長大トンネルにおけるエスコー

ト通行方式についてコメントいたします。 

 実は、基本政策部会のもとに、物流小委員会がございます。６月１日に、たまたまこの

話題を議論いたしました。その中では、災害時のエネルギー供給の確保のために、例外的

に、災害時には速やかに導入すべきではないかという意見が多かったことを、ご紹介した

いと思います。 

 さらに、実は今日の資料に含まれておりませんけれども、通常時に長大トンネルを通れ

ないわけですけれども、山の上を迂回するなど結構危険な道を、タンクローリーが走って

いるケースもあるということで、物流小委員会では、今後社会実験を含めて、エスコート

方式が、どの程度使えるのかと、検討を進めていくことにしております。 

【石田部会長】  ありがとうございます。 

 お待たせしました、どうぞ。 

【勝間委員】  すみません。 

 情報収集に関して２点ありまして、１点目が、光ケーブルを使っていることですけれど

も、カメラその他に。道路がだめになったとき、光ケーブルもかなり高い確率でだめにな

ると思うのです。そうしますと、これは、無線化が必要であり、しかも無線について通常

無線と同じ電波帯ですと、当然災害時に無線が混んでしまって使えなくなりますので、緊

急無線などを使うことによって、通常時から緊急時でも情報が途切れないリダンダンシー

をつくるべきではないかと思います。それが１点目です。 

 ２点目ですけれども、これは、クラウドをもう少し使えないかというのを、さっきから

考えていたのですけれども、先ほど、民間プローブですと、本当に車が通った通らないと
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いうデータになってしまいますが、例えば、今天気予報で正確なのは何かと言いますと、

その場にいる人たちが、ＧＰＳを持っている人たちが、天気がどうだというのを投票する

仕組みがあるのです。それが、最も正確なのですね。ですので、この辺の検討はお任せし

ますが、本当に通れたか通れないかみたいなものを、投票指標みたいなもので収集すれば、

より正確なものが早く集まるのではないかと思います。 

 以上です。 

【石田部会長】  ありがとうございます。 

 太田委員、何かありますか、いいですか。 

 すみません、私も幾つか質問がございまして、まず１つ、資料２のつくり方です。この

地域でこれから考えていくべきことと、全国で共有すべきことが、混在をしていますので、

その辺の整理をしていただいたほうがいいのかと思いました。 

 ２点目は、羽藤委員がおっしゃったＴＥＣ－ＦＯＲＣＥでございますけれども、制度的

裏づけが、本当に必要です。毎年毎年大活躍をされているわけですが、私は、国総研と土

木研究所の評価委員会の委員も務めておりまして、大活躍されるのですけれども、予算が

きちんとついていないので、人員と予算を削ってもっていかれる懸命の努力をされている

のですけれども、やればやるほど、本体の研究業務に、そのようなことはないと思います

けれども、支障が出かねない状況でございますので、その辺は、きちんとしておくことが

必要かということでございます。 

 それと、緊急輸送路についても見直すということでございますけれども、不勉強で申し

わけなかったのですが、熊本県内に２,０００キロもあるとは想像しておりません。そのう

ち、しかも５０カ所でだめになってしまうと、本当に緊急輸送路なのかと思いますので、

この辺の考え方、本当に大事だと思います。書いてございましたけれども、きちんと、本

当に緊急時に機能する緊急輸送路とは何かを、真剣に考えないといけないかと思いました

ので、感想ですが、申し上げておきます。 

 それでは、質問もございましたし、貴重なコメントもございましたので、それについて

のレスポンスをお願いしたいと思います。 

【国道・防災課長】  わかりました。すみません、順不同になるかもしれませんが、よ

ろしくお願いします。 

 まず、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ、位置づけでございますけれども、我々の組織の規則の中で

位置づけております。実は、他のいろいろな、例えば、緊急消防援助隊みたいなものは、
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きちんと法律に位置づけておるということで、今、委員長がおっしゃられましたように、

いろいろな資機材の確保だとか、予算の確保、訓練とかも、きちんとそれ用にできる仕組

みになっていると、これは、すみません、もう少し勉強しなくてはいけないのですけれど

も、そういう意味で、きちんとそういう仕組みが重要だと認識しております。 

 それから、今回の情報収集が、東日本大震災の部分をうまく改善されたのかというご指

摘をいただいております。今回、夜中に発生した、特に一番厳しかったのは、１６日１時

に発生しました本震でございます。多少、最初「余震かな」という感覚から始まりました

ので、夜の間の動きが弱かったことと、あと、ヘリが飛べないとかという事態がありまし

て、一番最初にできましたのが、それでも先ほどの資料でいきますと、１６時間後にはど

こが走れるのかを、現地を走った情報でつくりました。それが、２ページの図１「通れる

マップ」でございます。 

 ただ、これは、一般の人というより、最初の、例えば７２時間みたいなところは、緊急

車両とか救命車両が最優先されますので、そういう関係機関の間で共有する段階で使った

ものでございます。それから、その後の図３とか図４の上に、データ的に取れて、どこが

通れるのかにつきましては、ご指摘ありましたように、データの信頼度が、かなりクエス

チョンでございますので、逆にそういうものがそういうレベルの情報ですという形をきち

んと付けて、情報提供をするのかと考えております。 

  

【石田部会長】  道の駅の話もございましたが。 

【企画課長】  道の駅の話は、１市町村に一つというように目指すのもありますけれど

も、地方の提案でやるべき部分もあるので、そういう方向に誘導できるようには考えたい

と思います。全国に幾つ設置するという目標を持ってやるのは、少し違うのかなと思うと

ころもあり、うまく市町村と連携しながら、やっていければと思っております。 

 エスコート方式の話は、まさに次の基本政策部会にも、つながっていく話ですので、そ

の中でどう扱っていくかだと思います。 

 光ケーブル等の話につきましては、防災無線等を、我々は持っていますので、活用して

いるところもありますし、高速道路の場合は、逆にネットワークができていましたので、

回すことによって、光ケーブルが確保されていたという対応ができたのかと思っておりま

す。 

 それから、クラウドを使えないかというお話がありましたけれども、朝倉先生のお話も
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そうですが、そこは本当に安全に通れるのかということを、どう確認していくのかは、い

ろいろな新しい機器も出てきておりますので、そういうものも活用しながら、信頼できる

情報提供を、きちんとやっていければと思っております。 

 それから、全国的な課題と普通の課題を一緒くたにしているといった、石田先生からの

お話で、まず熊本で起こった課題を全国に展開するものと、熊本であったものとを、これ

から整理しなければいけないのかと思っております。今回だけで終わるわけではないので、

頭の中で整理していきたいと思っています。 

 緊急輸送道路も、おっしゃるとおりで、自治体によって違っていたり、量が多いのでは

ないかということもありますし、次の基本政策部会の話にも出ますけれども、サプライチ

ェーンなどいろいろなこと、輸送等を考えたときに、そのボリュームでよいのかどうかは

検討していかなければいけないと考えているところでございます。 

【石田部会長】  ありがとうございました。 

 何か補足のご意見、質問等……どうぞ。 

【環境安全課長】  電柱の倒れた件という部分で、久保田先生からご意見がありました

ので。 

 確かに論点で書いてありますように、道路管理者が通行したときに、通れる通れないと

いうことは、我々、点検しながらやるわけです。今回、電柱が、例えば、斜めになって、

それがもう１回の地震で倒れるとか、いろいろなパターンが発生しました。また、斜めに

なりますと、通常の、例えば、乗用車は走れるのですが、建設機器が載っている車両は走

れないとか、いろいろな事態が発生しまして、先生ご指摘のように、早くお互いが情報を

共有する仕組みを確立して、お互いが安全に通れる、電気の寸断されたところも改修でき

る仕組みを全国的にやっていくべきだと思うので、議論しながら進めていきたいと思って

いるところでございます。 

【石田部会長】  どうぞ。 

【勝間委員】  クラウドに関してですけれども、クラウドの情報は、基本的に信頼性を

１００％にすることは不可能です。 

 ですから、仕組みとしまして、どちらかというと、先ほど投票指標という言い方を申し

ましたけれど、クラウドでも、多数決によって、ある程度信頼性がある情報とない情報を

数で区別するのと、クラウドの場合、基本的には、情報をそのまま開示するのが基本です。

要は、判断は見る人に任せる。国土交通省側で、無理にやたらに加工してしまうと、かえ
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っておかしくなりますので、クラウドを生で集めて、それをなるべく生のデータのまま開

示するのがクラウドの基本になりますので、何かもしありましたら、それをご検討くださ

い。よろしくお願いします。 

【石田部会長】  はい、ありがとうございます。 

 若干時間がありますけれども。よろしいですか。 

 今の通行情報ですね。責任ある情報とそうでもない情報の区別は大事だという話でした

けれども、責任を持てる情報の代表例が、ＥＴＣ２.０のデータかという気がするのですが、

今回、どれぐらい使えるものが集まりましたかというのが質問でございます。多分、地域

性を考えると、そんなにたくさんはないと思うのですが、それのための今後のＥＴＣ２.

０の普及の方策とか、あるいは、ＥＴＣ２.０を積んだ車と収集するＩＴＳスポットが必要

だと思いますので、その辺の加速化についても、結構大事なトピック、テーマだと思って

おりますので、今後の議論の中で取り上げていただければと思いますので、よろしくお願

いをいたします。 

 よろしいですか。 

 では、熊本地震を踏まえた課題と論点及び熊本地震の報告は、それぐらいにしていただ

きまして、２番目の審議事項でございます、今後の道路施策の展開についてのご説明をお

願いいたします。 

【企画課長】  ２１日付で高速道路課長から企画課長になりました、吉岡でございます。 

 資料３、それから資料４を使いながら、ご説明をさせていただければと思います。また、

内容については、参考資料１にもございますので、後でご覧いただければと思います。 

 今後の道路施策の展開で、まず資料３で見開いていただければと思います。 

 去年ぐらいからキックオフさせていただいて、様々な議論を進めてきたところです。も

ともと局長の挨拶にもありましたとおり、一番左端になります、２４年６月の中間とりま

とめで、都市の成長を支える地方創生、事故、防災等の柱立てをして、実施してきたとい

うことであります。 

 また、書かれておりませんけれども、この下には、進め方をどうしていくのかという議

論もあって、それが一つの建議になっていたということであります。 

 その後、様々なことが起きてきたということでございます。それは、赤字のところでご

ざいます。人口減少の中で、生産性をもっと上げなければいけないのではないか、先ほど

部会長からもあった話でございます。ストックの効果を最大化していく。あるいは、観光
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に対して、どのように臨むのか。それから、民間を活用していくということもあったかと

思います。それから、熊本地震あるいは笹子トンネル等の事故を踏まえて、どうしていく

のかもあったかと思いますし、最初のお話にもありました、自動運転をどうしていくのか

ということであります。 

 道路の課題も多岐にわたっておりますので、少し分野を整理しながら検討していくのも

ありかと思いまして、右側の図をつくらせていただいております。 

 まず、太字を見ていただきたいのですけれども、基本は、真ん中にあります、人と物を

どう流すかということなのかと思います。そして右端にあります、空間をどう活用してい

くのかということが、道路の機能の本質ではないかと考えているところであります。 

 しかしながら、その人と物の流れの中で特化させたものとして考えなければいけないの

は、まず安全に通すこと、具体的にはその下の部分ですけれども、事故の話や防災の話が

あるということと、その脇でございますけれども、通すということであれば、円滑にスム

ーズに通すことが大事であると思っております。 

 さらに、道路ということを考えますと、交通の基盤と言いますか、ほかの交通も含めて、

それを支える基盤となるわけでありまして、コネクトと書きましたけれども、他の交通と

連携して、より機能を高めることも大事でしょうし、最後は、何かの目的があって、人、

物とも動いているわけですから、地域の基盤としてどのように動いていくのか、地域との

連携が大事であるということであります。 

 そういうことが最も大事ですけれども、ここ数年最も大事であったというか、言われて

きたのが、下から２番目にあります、メンテナンスであります。このメンテナンスを、機

能をきちんと維持しながら、人と物の流れ、安全、円滑にやっていくことが大事でありま

す。 

 このテーマ、７つほど、あるいは８つほどになるのですけれども、テーマを議論してい

く中では、一番下にありますが、一つ一つの施策の中に、それを計画的あるいは包括的に

進めるためには、当然ながら予算制度もございますし、評価をどうしていくのか、多様な

主体とどう共同していくのか、あるいは、どう情報を集めるのかと、様々な新しい技術を

どう生かしていくのかがありまして、個々にもありますし、最後の段階では、取り出して

議論をしなければいけないのかもしれないと考えているところでございます。 

 次に、資料３の中身を具体的に、資料４を用いまして説明をさせていただければと思い

ます。 
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 １枚めくっていただきまして、目次でございます。先ほど言いました７つのテーマ、あ

るいは、安全を２つに分けまして、８つのテーマで議論をさせていただければと思います。

なお、こちらの内容については、今後の議論の展開として考えているところであります。

既に、様々な委員会で、基本政策部会の先生の方にも入っていただきながら、議論をさせ

ていただいていると認識しております。 

 １枚めくっていただきまして、下の１ページ目、メンテナンスでございます。これにつ

きましては、基本政策部会の先生方においても、平成２４年４月に緊急提言をいただきま

して、本格的なメンテナンスの推進ということでいただいたのかということであります。

３つほど分けてございますけれども、１つ目が、５年に１度の点検を行うことと、地方自

治体も含めたメンテナンス会議を設置する取り組みをさせていただいております。 

 ただ、課題と方向性としましては、メンテナンス、５年サイクルのうち３年目に入って

おりますけれども、様々な知見が集まってきていまして、今の点検のやり方も含めて、ど

う基準を整理していくかは、課題として出てくるのであろうということでありますし、様々

な地域とか気象データもございますので、地域特性を生かしたものをどうしていくのかも、

出てくるのかということはあります。 

 ②の部分は、市町村あるいは自治体の技術力にかかわる部分でありまして、当然ながら

土木技術者が不足している、町は３割、村は６割が土木技術者がいないということ。他方、

施設類を見ますと、７２万橋のある橋のうち５２万橋が市町村の管理である状況。管理す

ることもできないので、通行規制を行っている現状がある中で、国が代替えする制度をい

ろいろつくってはきているわけですけれども、課題と方向性にいきますが、技術力の向上

をもう少し支援できないか、戦略的な技術開発、もう少し効率的にいろいろできる開発、

あるいは、国の研究機関の充実みたいなものも必要ですし、利用状況を踏まえて撤去する

とか、集約するとかも考えなければいけないということかと思っております。 

 ３番目に、この１番、あるいは①、②をやっていこうとするときに、当然お金が必要に

なるわけでありまして、そういうものをどうしていくのか。国の管理する直轄の道路につ

きましては、予算を近年増額しているところでございますし、高速道路につきましては、

料金を取る期間を延ばさせていただきまして、それをもとに大規模更新をやるということ

をやってきたわけでございますけれども、課題と方向性でございますが、特に今度の市町

村まで含めた点検の結果を踏まえて、どのような計画によって対応していくのか。また、

維持管理、修繕、更新に必要な財源を、どうやって安定的に確保していくのかが、課題で
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あると思っているところでございます。 

 以上、メンテナンスでございます。 

 次、２ページ目で、安全でございまして、交通安全にかかわるものと、防災・インフラ

安全にかかわるものを分けてご説明をさせていただきます。 

 交通安全は、７つあるのですけれども、最初の４つは、一般道路、普通の平場の道路も

含めた話でございまして、１つ目が、身近な道路の事故の問題でございます。何度もご説

明しておりますけれども、自宅の５００メートルのところで、事故が多く発生した、半分

も発生していること。あるいは、３０キロを超えると致死率が急速に上昇することで、ゾ

ーン３０をやってきたわけでありますけれども、事故の対策も対処療法的なところがある

ということもありまして、課題と方向性ですけれども、ビッグデータ、ＥＴＣ２.０のデー

タなどを生かしながら、効果的な速度低減策を実施していく必要があるのではないかとい

うことであります。ゾーン３０のエリアでも、まだ速度抑制が徹底されていない部分もあ

るのではないか、そういうところも工夫していかなければいけないのではないかと、久保

田先生にもご指導をいただきながら、今、勉強しているところで、これをまとめていかな

ければいけないと思っております。 

 ２番目は、バリアフリーと言いますか、ユニバーサルデザインの取り組みについて、そ

れを進めていかなければいけないのですが、課題と方向性ですけれども、山手線の駅でも、

まだ段差解消や点字ブロックが設置されているのは６割に過ぎなくて、どうやって自治体

の体制を盛り上げていくのかもありますし、オリンピック、パラリンピックを迎えて、重

点地区などの設定や、連続的・面的なものをどう取り組んでいくのかという課題があると

いうことであります。 

 ③は、自転車の話でございます。これも、自転車の事故は、今のところ横ばいであると

いうことで、ガイドラインをつくる、あるいはネットワーク計画をつくるなど進めており

ますけれども、もう少し自転車の通行帯を、構造上きちんと位置づけることも必要ですし、

もっと自転車利用が促進される勉強もしていかなければいけないのではないかということ

であります。 

 あと、④は踏切でして、後で報告がございますので簡単にいきますけれども、踏切につ

いても、１日に１件、４日に１人死亡するということでありまして、踏切道改良促進法を

一部改正させていただきまして、指定制度などを改善したところであります。改正前は改

良方法が決まらないと課題のある踏切が指定できませんでした。また、プロセスも協議会
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で見える化していくこととしております。特に緊急性がある踏切につきましては、カルテ

等をつくりましたので、それを踏まえて改良促進すべきということであります。 

 次の３ページ目でございまして、ここは高速道路を中心とした話を書かせていただきま

した。⑤ですけれども、これは、高速道路のうち、当面２車線でつくっている、我々は暫

定車線と言っていますが、こういうところは３割もございます。ひとたび事故が起こると、

正面衝突等があるので、死亡事故率が高い。４車化を機動的に行うことや、追越車線を機

動的に付ける措置をやってきたわけでございますけれども、課題と方向性としては、もう

少し暫定車線を中心に、最新データも使いながら、全体の安全対策を取りまとめたほうが

いいのではないかということもありますし、これは、やむを得ず２車線が続くところにつ

きましては、幅員が狭いわけではございますけれども、必要な強度で中央分離帯の確保が

できる技術開発みたいなものも、きちんと勉強していかなければいけないのではないか。

安全に走れる高速道路を計画的に考えていかなければいけないのではないかということで

あります。 

 ⑥は、前にご紹介しましたとおり、逆走の問題でございます。２日に１回発生している

ということでありまして、ロードマップ等をつくってございますけれども、ハード・ソフ

トを含めた対策が必要ではないでしょうか。 

 最後の⑦は、自動運転に対して、道路管理者として、あるいは道路側として、何をして

いったらいいのか、何を取り組むべきかを書かせていただいております。 

 それから、４ページ目です。ここは、防災・インフラの安全について、４つの施策を書

かせていただいております。 

 ⑧は、まさに今回の熊本地震を受けて、どういう対策をやるかでございますし、首都直

下とか南海トラフにつきましても、いろいろな地震や活断層などあるわけで、今持ってい

る計画をさらに進化させて、深く追求して、「ここで起こった場合はどうするんだろう」

「こういう場合はどうするんだろう」という勉強が必要ではないか。ケース分けして考え

なければいけないのではないかということであります。 

 それから、⑨でございます。これは、雨の話でございます。最近、局地的な、激甚的な

豪雨が増加しているということでございますので、事前に雨がたくさん降ると通行止めを

するのですけれども、通行止めの規制未満のところでも、ゲリラ豪雨によって、事故が起

きていることがありまして、いろいろな技術を使いながら通行止めをできないかもありま

すし、道路の区域の外からもいろいろなものが落ちてくることがあるので、そういう対策
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も検討すべきではないかということであります。 

 ⑩は、雪の話でございます。災害対策基本法を改正しまして、立ち往生などが起こった

ときに、道路管理者が車を動かせる措置をして、対策をしたわけでございますけれども、

新潟等では車が立ち往生する、あるいは、除雪に時間がかかるということも発生したこと

もありまして、除雪体制や、連携の強化、管理者間の強化もしていくし、新技術の活用も

必要ではないかということであります。 

 ⑪は、無電柱化の問題でございます。東京２３区でも７％ですし、災害の問題もあると

いうこともございまして、低コストの手法の導入等を考えるべきでございますし、緊急輸

送道路については占用制限とかも考えなければいけないのではないかということでありま

す。 

 ５ページ目にいきまして、交通円滑化でございます。①は、渋滞の件でございまして、

今後の課題と方向性につきましては、より様々なデータを使いまして、渋滞の箇所の状況

をきめ細かく把握して、ピンポイントの対策を行うことと、今、国土幹線道路部会では近

畿の議論をしていますけれども、大都市圏では特に、抜けているネットワークがあるとい

うところもあって、そういうところは、きちんと強化していくべきではないかと考えてい

るところでございます。 

 ②は、ハードの話というよりはソフトの話でございまして、ＴＤＭをきちんとやらなけ

ればいけないのではないかということで、後ほどご紹介しますけれども、昨今首都圏の料

金を利用重視にかえまして、渋滞を減らすこともやってきたところでありますし、さらに

混雑状況に応じた料金等の導入に取り組むべきということはあります。まだ日本では導入

されておりませんけれども、ＨＯＴレーンやリバーシブルレーンなどについても、取り組

むべきではないかということであります。 

 ③は、交通アセスメントでございまして、様々な土地利用によって、例えば急にビルが

建つことによって、そこへ駐車する車両等による渋滞が発生するということで、このよう

な渋滞を発生させないように、原因者である建てる人が、適切に対策を講じるというよう

な仕組みを考えなければいけないのではないかということであります。 

 ④は、観光地の問題でございます。課題としては、観光地の駐車場の対策をどうしてい

くかということ。観光では、いろいろなところを周遊しますので、それに即したネットワ

ークであるとか、きめ細かい道路整備をどうしていくのかということを考えていかなけれ

ばならないという話でございます。 
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 ６ページから７ページが物流で、ここは、５つのことを書いてございます。①は、物流

でございまして、全体の移動時間の中で、高速道路を走っている時間も重要ですけれども、

実はインターを降りてからの時間が結構長かったりすることもありまして、象徴となるの

が、空港・港湾につなぐところかと。そういうところのアクセスなど、高速道路のネット

ワークや、それを補完する基幹道路を、効果的に強化すべきではないかということでござ

いますし、先ほどお話をいただきましたところで、観光ですとか、緊急輸送道路として大

事な道路など、いろいろなことを考えると、もしかしたら、ある１つのネットワークや考

え方に集約されるのかもしれないということもありまして、もう一度必要なネットワーク

の機能や理念などを整理した上で、再編を含めて考えることも大事かということを書かせ

ていただいております。 

 ②は、トラックドライバーの話であります。非常に人件費が高く、かつ高齢化が進んで

いることもありますし、その一方、再配達によるドライバーの労働力の消費ということも

ありまして、そういうことに対して、トラックの大型化による省人化や、これからダブル

トラックの実験をやろうと思っていますけれども、そういうこともやっていくべきでしょ

うし、都心部では、宅配ロッカーの設置が始まっていますけれども、地方でも、先ほどの

道の駅などを活用した再配達みたいなものを進めるべきではないかということであります。 

 それから、③につきましては、特殊車両、要するに重たい車両の審査に伴う話でござい

ます。申請件数が増えていることに伴い、審査日数も増えている中で、ＥＴＣ２．０装着

車には特典を与えることも取り組んできているところでありますけれども、一層の自動化

や、誘導区間を指定して審査の迅速化を図ることも考えなければいけないのではないかと

いうことになります。 

 ７ページ目でございます。人と物の流れで、④の過積載の問題でして、過積載の車が増

えていることと、わずかな過積載の車で、道路橋の劣化に与える影響は全交通の９割なの

で、即時に告発するということもやってきているわけですけれども、もう少しＷＩＭ

（Weigh-in-motion）の設置、すなわち自動的に取り締まれる装置を設置するべきですし、

実際運ばせているのは荷主であるので、荷主に対して何をしていくのかもあるのかという

ことであります。 

 あと、トラックの輸送のお話につきましては、⑤でございます。駐車場が足りないであ

るとか、地方部に行くとガソリンスタンドがないこともありまして、駐車場に対してどう

していくのか、あるいは、高速道路を一旦降りられるようにするということの工夫も必要
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ではないか。全体に効率を上げていくためには、そういうことも考えていかなければいけ

ないのではないかと思っているところであります。 

 ８ページ目のモーダルコネクトでございます。他の交通との連携でございます。ここの

①は、高齢者が増加していまして免許保有率が下がっているうえに、地方のバスや鉄道な

どが廃止されているということであり、各事業所間バラバラに利用環境を整備していると

いう問題もあることから、利用しやすい交通環境、災害時も含めた人の流れを確保すべき

であります。高速道路について言えば、高速バスなども強化すべきでありますし、鉄道・

高速バスの乗り継ぎを強化するため、集約的なターミナルや鉄道駅自体の乗り継ぎの利便

性を高めることについて、今、モーダルコネクトの強化として、根本先生と勉強させてい

ただいているところであります。 

 さらにその行きつく先には、②でございますけれども、様々な民間施設などと直結をし

ていくことも考えなければいけないのでしょうということであります。 

 ③は、公共交通にかわる移動手段であり、支援するものとして、シェアリングの活用で

ございます。シェアサイクルやカーシェアなどが増えていることもございますので、そう

いうものをもっと活用すべきですし、そういう車はどこかに止めなければいけないので、

止めるスペースを路外の駐車場だけではなくて路上にも設置するなど、いろいろなことを

行いながら、シェアが進むようなことも考えなければいけない。 

 それから、９ページ目が、地域との連携で、①は、プロジェクトとの連携でございます。

ここでもっとも大事なのは、開通の見通しなどをきめ細かく共有していくことでありまし

て、今後の課題と方向性につきましては、地域ごとに協議会を立ち上げ、一体的な計画を

つくることや、民間の活動と合わせて事業を進めていくことで、ストック効果を高めてい

くことが大事ではないか。 

 それから、②は、インフラの老朽化でございます。特に都市部においては、東京で言い

ますと昔の東京オリンピック、大阪で言いますと万博に合わせてインフラを整備したこと

もあって、更新が始まっている。当然、機能も高めていかなければいけないということも

ある中で、周辺土地事情の制約もありますから、そういうものと合わせて直していかなけ

ればいけないということもあり、周りの土地開発と一層の連携を図るための制度の検討が

必要ではないかということであります。 

 ③は、地方の拠点としてのスマートＩＣや休憩施設の話でございます。まず道の駅につ

きましては、１,０００を超えまして、質的向上が常に求められており、そういうことを進



 -25-

めなければいけませんし、スマートＩＣの設置も進み、サービスエリアにつきましては、

全体で８００カ所を超える箇所があるのですが、４分の１、２００カ所ぐらいは外に出ら

れるようになっているのですけれども、もう少し地域に向けた開放などを考えていかなけ

ればいけないのではないかということであります。 

 それから、１０ページ目でございます。先ほどお話がありました、訪日外国人旅行者が、

４年で３.２倍、マイカーの利用者は、もう２年で２倍になっているということでありまし

て、どういうふうにわかりやすく案内していくか。カーナビや地図との連携も含めて考え

なければいけませんし、主要国では既に実施しているナンバリング等も、家田先生にご指

導をいただいておりますけれども、進めていくべきだということであります。 

 ⑤は、ここに入れるべきかどうかはありますけれども、様々なビッグデータを収集して、

きちんと活用していくべきですし、自動運転等にも活用していったらいいのではないかと

いうことでございます。課題と方向性としましては、産官学が連携して、課題に対応して

いくとか、実際の実験をしていくとか、自動運転に役立てていくということを進めなけれ

ばいけない。 

 長くなりましたが、最後に、道路空間の利活用でございまして、ここは３つほど書かせ

ていただいております。①の部分は、道路空間と沿道の空間があるわけですけれども、相

互に利用して、価値を高めていくやり方も、ニーズによってはあるのではないか。道路の

上空を使っていただく、あるいは、道路施設を道路外に設置するということが、容易にで

きるようにしていかなければいけないということもありまして、立体道路等を積極的に活

用していくこともありますし、民間と協定を結ぶなどして、民地等を活用していくことも

あるのではないか。 

 ②は、今まで車が中心であった道路の空間を、歩行者、自転車に開放していく、要する

に再配分していこうということでありまして、そういう取り組みを進めていかなければな

らないということであります。 

 ③は、民間の力を借りながら一緒になって、道路の空間を、どのように維持管理、そし

て高めていくかということがあります。昨今法律を改正しまして、道路協力団体の制度等

を創設しましたので、そういうものを生かしながらやっていくべきではないかということ

であります。 

 これが全てとは思いませんけれども、このような７つ、あるいは８つのジャンルでご議

論をさせていただければと思いまして、資料５にございますが、このテーマごとに、テー
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マを絞りながら個別に議論させていただければと、今後の進め方として考えているところ

でございます。 

 少し長くなりましたけれども、以上でございます。 

【石田部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご提案、ご説明に対して、ご質問あるいはご意見を頂戴したいと

思います。いかがでしょうか。 

 はい、どうぞ。 

【朝倉委員】  今ご紹介いただいた課題と方向性については、特に異論があるわけでは

ないのですけれども、この中で上がっていたキーワードを組み合わせることによって、も

っと意味がある道路交通システムが実現できるのではないかと考えるので、そういったこ

とも検討してほしいという意味でコメントします。 

 何と何を組み合わせるかというと、１つは自動運転、もう１つは、共有、シェアリング

ですね。この組み合わせによって、両方のシステムの効果がより発揮されるのではないか

と思う次第です。 

 まず自動運転から言うと、もっぱら我々の頭の中にすぐ思い浮かぶのは、早い速度で長

い距離を移動する、高速道路の自動運転が、すぐ頭に思い浮かぶのですが、そういうもの

も確かに大事だけれども、これは、この間、石田先生と一緒に話していたのですが、もっ

と速度が遅くてトリップ長が短い交通に対する、生活道路を走る車の自動運転についても、

検討すべきではないかと考える次第です。ニーズからすると、高齢者のモビリティの確保

であったり、公共交通の整備が十分でない地域に対するモビリティの確保という意味では、

むしろ、トリップ長が短くて遅い速度で移動するものを自動運転化することの効果がすご

く大きいのではないかと思う次第です。 

 そういう交通は、非常にシェアリングと相性がいいのですね。つまり、車をシェアする、

カーシェアリングと、相乗り、ライドシェアですね、こういったものとすごく相性がいい

ので、自動運転とシェアリングを組み合わせることによって、小さい車が動く公共交通み

たいなコンセプト、小さい車が自動運転で動く公共交通というイメージ、こういったもの

を、今後実装できるのかどうかという議論が、有効ではないかと感じる次第です。 

 とりあえず、ここ１点だけ、コメントとします。 

【石田部会長】  ありがとうございました。 

 ほかに、どんどんご意見いただければと思います。 



 -27-

【太田委員】  ２点お話をしたいと思います。 

 前段、８つの項目はこれでいいと思いますので、適宜議論を進めていくのがよろしいか

と思います。 

 まず１点目は、メンテナンスに関してですが、この前の社会資本整備重点計画の中で、

初めてスクラップの話を入れていただきました。この前の、こちらの建議でも、サステナ

ブルで適確な維持管理の更新ということで、道路構造物の棚卸によって将来的なメンテナ

ンスのことを考えるということを記載しているわけですが、その中には、今ある全ての道

路ストックを維持することを前提として書いたわけではなかった。ただ、２年前の状況と

して、今、道路の廃道の話は、時期尚早だねという議論であったと思っています。 

 しかし、今後の道路政策の展開を考える場合に、もしかしたら、地方自治体にとったら、

そろそろ、ここは維持管理がつらいので手放したいと思っているところがあるとするなら

ば、道路資産、道路ストック自体を少し縮退したい自治体がいるのであれば、それを制度

的に支える必要があると思っています。 

 そういう意味では、メンテナンスの中で、そのようなオプションも将来的にはあり得る

ことを、少し念頭に置いておいていただいて、項目出しだけでもしていただけるとよいか

というのが、まず１つ目です。 

 ２つ目は、今の朝倉先生の話に若干関連しているのですけれども、自動車がどう変わっ

ていくかが、まだ少しわからない。それを、どうインフラ側で捉えているかだと思います。

生産性向上等々の話が出ている一方で、道路はインフラなので、使ってくれる人がどう使

うかによって、生産性が上がるか上がらないかも、よくわからないところがある。したが

って、ダイレクトに生産性の話ができない。そのために、今提示された８つの政策で何と

か動かそうということだと思います。 

 例えば、自動運転よりも前に、自動車はかなり安全になるのではないか。中央分離帯を

越えないように走行できる自動車ができたら、暫定２車線の正面衝突はなくなるかもしれ

ない。あるいは、シェアリングエコノミーの前に、だんだん車が安全になってきて、簡単

に車がシェアできるようになると、２人乗りの車とか３人乗りみたいな車ができてくると、

車幅が狭い車ができ、今の１車線に２台の車が並行して走っていく世界になるかもしれな

い。自動車側がどういう形で変わっていくかをにらみながら、今後の道路がどうあるべき

かを考える必要がある気がしています。 

 そういう意味では、どうしても、我々、自動運転というと、今の自動車がそのまま自動
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運転になるイメージですけれども、全く違うことが起こるかもしれません。あるいは、使

い方もいろいろで、自転車専用道で予算を取って自転車専用道をつくっている自治体で、

上を走っているのは何かというと、シニアカーが走っている。自治体さんも、実はシニア

カーを走らせるために、自転車道の予算を取って自転車道をつくったのだけれども、おじ

いちゃん、おばあちゃん方がシニアカーで走ってくださいということを考えていたりする。 

 そのように、つくったインフラを使う側がどう考えてどう使うのかに、感度を上げてい

ただいて、いろいろなことを収集しながら、今後の道路政策を組み立てていく必要がある。

そこに技術革新がすごく絡んできているので、発想を柔軟にして議論したほうがいいかと

思います。 

【石田部会長】  ありがとうございます。 

 いかがでしょうか、はい、どうぞ。 

【勝間委員】  すみません。１から７はすばらしいと思いますので、そこの下の点々に

ある、資料３の「上記施策を計画的・効果的に進めるための制度・方策の検討」と、小さ

いほうのことについてコメントさせていただきます。 

 ３点あります。 

 まず、生産性の計測をどうするかについて、ずっとこれまでも議論になっていますが、

何らかの手段において、道路がどの程度役に立っているかという生産性の計測システムは、

確立する必要があると思いますので、引き続き検討課題でお願いしたいと思います。 

 ２点目が、政策の評価ですけれども、これは、できる限り、消費者や国民視点の評価は、

何らかの形で入れられないでしょうか。もちろん、事故の軽減ですとか、渋滞の減少みた

いなものがあるのですが、多分、私は常に消費者の方とお話をしていると、国土交通省が

何をやっているか、皆さっぱりわからないと思うのです。結構、黙々と事故が減っていっ

たり、道路が増えたり、すごくいいことをやっているのですが、多分、誰も何もわかって

いません。なので、ある程度、メディアさん、消費者さんも含めて、どういうことをやっ

ているかという、全体的な道路施策に対しての理解促進がもう少しあったほうが、予算も

取りやすいですし、またやっていることがわかるかと思います。これが２点目です。 

 ３点目が、今回課題がなかったので、これはお伺いしたいのですが、地域格差の解消み

たいなものは、どこに含まれるのでしょうか。地方、都道府県、その他において、生産性

を考える場合に、道路の生産性によって、経済生産性がかなり異なってしまっているので

す。結局、道路生産性が高い県や地域に、どんどんまた人や資源が集まることで、これが、
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悪循環、好循環を生んでいますので、特に、地域の、そういう道路生産性が悪い地域に対

して、どれだけ行うかという視点が必要だと思います。 

 以上、３点です。 

【石田部会長】  ありがとうございました。 

 これも、まとめて後でお答えいただければと思いますが。 

 はい、お願いします。 

【根本委員】  先ほどから、シェアリングエコノミーという話が話題になっていますの

で、私もそれに関連してお話をしたいと思います。 

 この資料の中でも、カーシェアリングの利用者が、この５年間で７万人から８５万人に

増えているという話がありました。勉強会の中でヒアリングをして、あまりにニーズが増

えているので、びっくりしたわけです。法人利用が増えていて、例えば、地方に出張した

ときに、３時間、４時間、車を使うときは、もうタクシーではなくて、カーシェアリング

のほうが得だということで、法人利用が増えている。レンタカーというのはより長い時間

だと得ですけれども、三、四時間だとカーシェアリングが得になります。これは、タクシ

ー業界、バス業界にとっては、すごく影響が大きいわけですけれども、道路行政と、ほか

の地域公共交通をどう守ろうかという話と、どう連携していくのか、気になるところです。 

一方で、タクシーを地域の足として守るとか、有償自家用輸送とか、協議会をつくって、

いろいろなことをやろうとしていることはあるわけですね。ですから、今回検討している

施策は短期的かもしれませんけれども、今度、この道路行政の中で、何か施策を検討する

ときに、大体どういうタイムスパンで考えるべきか、気になるところです。例えば、駅に

着いたらカーシェアリングで、しかも自動運転で、連れて行ってもらえれば、それは有効

かもしれませんが、それは、今、ここで議論する課題なのか、どのような問題設定したう

えで、解決策を検討しているかは整理したほうがいいかと思います。 

 それから、７ページで、大型車に関連して、過積載を取り締まるために、ＷＩＭ

（Weigh-in-motion）を利活用していきましょう。それから、デジタルタコグラフを、付け

るようにしましょう。ＥＴＣ２.０を付けてもらいましょう。こういうのは、理解しやすい

話ですけれども、一言つけ加えて言いたいのは、これは前の幹線道路部会答申でも触れて

いますが、車載型自重計が、トラックが安定走行するために、有効に機能するので、ヨー

ロッパではそういうものを付ける車も増えています。それを付けてもらって、データを上

げてもらう。そして、データを上げてくれたトラック事業者には、いろいろな便宜を供与
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していく。そこら辺、重要ではないかと思っていまして、ぜひ取り組んでいただきたいと

思います。 

 以上です。 

【石田部会長】  ほか、ありますか。 

 では、羽藤さん、お願いします。 

【羽藤委員】  どうもご説明ありがとうございました。 

 ３点お話させていただければと思います。 

 まず、４ページ目です。国で議論すべきことでございますので、超大型の災害に対して、

どういう備えをしていくのかを、総合的に考える。地方整備局単位でも対応できないとい

うかなり大きなものを想定して、一体どういう備えをしていくのかは、今後の道路施策の

展開の中では、非常に主たるテーマとして、ぜひ取り上げていただきたいと思いました。 

 もう１点は、１０ページ目の外国人の問題でございます。もちろん、ナンバリングです

とか、サインといったことは、個別の対応として重要だと思いますが、外国人の方々が、

トータルに車社会を使いこなしていただく、外国人の方に向けて、サービスとして見たと

きに、本当にトータルで、我々が、どういう水準の自動車社会、そういうサービスを持っ

ているのかといったところを、ぜひ評価し、底上げをしていくことをしていただければと

思います。 

 最後、３点目は、資料３の一番下の「計画的・効果的に進めるための制度・方策の検討」

の中の「予算・財源、評価システム」でございます。朝倉先生もおっしゃられていました

ように、自動運転というものが、非常に大きく我々の社会を変えていくのだろうと思いま

す。自動運転、ＡＩが経路を決める際に、その経路を決めているのは、人が決めているの

か、ＡＩが決めているのか。今のカーナビであれば、カーナビの情報を見て人が決めてい

るということですが、タクシーのような観点に立つと、ドライバーの方で、当然同乗され

ている方に尋ねる場合もありますが、いろいろ考えていくと、例えば、アルゴリズム課金

をすべきだとか、そのサービスの在り方そのものと、課金を誰にかけるのかといったこと

が、非常に結びついていくことになる。あるいは、課金に関しましては、もちろん欧米で

すと、フローに課金するという考え方もございますし、物流等であれば、ストックが傷む

ので、ストックに課金しているという考え方もあるでしょう。こういったことが、自動運

転、ＡＩというものが入っていることで、ガソリン税が、だんだん電気、代替エネルギー

車も増えてくることですので、根本から考えていかないと、非常に難しい時代になってき
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ていますので、そういったことを考える必要がある。 

 その際に、今、もう一歩踏み込んでいくと、例えば、道路交通センサスみたいなものも、

まず基盤にあろうかと思いますが、日常の生活の中で、車が地方あるいは東京でどう使わ

れているのか。それは、単純な交通量ということを超えて、生活の中でどう使われている

のか。それは、アクティビティダイアリーとか、いろいろな方法論がございますが、もう

少し生活の中で、どういう予算の中で、どれぐらいのお金を使って車が使われているのか、

新しい形の調査等も巻き込みながら、次の時代の制度設計をしていかなければいけないの

かと感じている次第です。 

 以上です。 

【石田部会長】  はい、お願いします。 

【久保田委員】  ３つほど。比較的穏やかなものから、だんだん過激なものまで、順番

に申し上げたいと思います。 

 まず、２ページからです。①で、生活道路の話をしていただきまして、これは、もうま

さに、このとおりだと申し上げたいわけです。つまり、ゾーン３０というのは、５年目で

すか、やっていただいて、非常に標識が日本中に広まってきたことは、大変いいことだと

思いますけれども、標識だけで３０キロを守ってくれないドライバーは、残念ながらいっ

ぱいいらっしゃるということでいえば、まさに今回出していただいた技術基準に沿った道

路対策も、そこにかみ合わせることが、非常に有効であろうと思います。 

 これは、もう思い返せば、平成８年のコミニティゾーンというものがあって、そのとき

にほぼ同様の施策を打ち出していただいたわけで、あのとき、なぜ残念ながら普及できな

かったのかを踏まえて、それを反省した上、私自身も反省することはあるのですけれども、

それを踏まえて、再度、同じようなのを、交通規制と連携した生活道路対策を、ぜひ進め

ていただきたいのが、１点目です。非常に穏やかな発言だったと思いますけれども。 

 ２つ目が、③の自転車ですね。自転車通行帯の道路構造令の位置づけは、非常に全くお

っしゃるとおりで、これは、既に一部の自治体で、構造条例に入れていらっしゃるところ

があります。ですので、ただ、見たところ、それほど劇的に変わっている感じは、まだし

ませんので、ぜひ、これは、国主導で進めていただきたいと思います。 

 それで、もし、これをやるのであれば、同時に、担当の方もお分かりになっていると思

いますけれども、自歩道を、そろそろ構造令で決着させなければいけないのではないかと、

私は思います。それが、今後つくられる道路のために、つまり、この間の委員会で、あれ
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ほど自転車の車道通行を原則ということをうたっているわけですので、構造令の自歩道と

いうものの位置づけを見直すべき時期に、もう来てしまっていると思います。 

 同時に、既につくられてしまったと言うと申しわけないのですけれど、つくられている、

かなり立派な自歩道を、これからどうするのかについても、道筋をそろそろ付けていただ

きたいと思っています。もちろん地上機器とか街路樹は動かせないにしても、自歩道とし

てつくった空間を、例えば自転車道のように変えていくには、デザイン上どうしていけば

いいのかみたいなことを、そろそろ道筋が必要ではないかと考えております。これが２つ

目です。 

 ３つ目、これは、本当に個人的な思いを、今から述べさせていただくので、申しわけな

いのですけれども、１１ページ目の、道路空間の利活用の、特に２番目で、歩行者空間を、

都心などでどうやってつくっていくかですね。これは、社会実験などを通じて検討という。

まさにそうだと思うのですけれども、私は、もう法制度から再検討するべき時期に来てい

ると思っております。 

 ヨーロッパに行けば、誰だって、それは当たり前のように見る都心部のモール街があり

ますね。道路が全体として、舗装も全部歩行者用になっていて、皆さん歩いている。オー

プンカフェなどもある。でも、朝の１１時ぐらいまでは、荷さばきの車が入ってきて、お

店で荷さばきしていく。 

 日本では、法制度上、これはできないのです。こういう道路はつくれない。つまり、道

路法で、歩行者専用道路をつくると、まず時間規制ができない。それから、荷さばき用の

車が入れない。これは、歩行者「専ら」道路ですから、基本的に、そういう用途でも車は

入れないです。だから、そういうヨーロッパのようなモールができない。だから、どうし

ているかというと、ほとんどの場合、道路交通法で、歩行者用道路、つまり、歩行者天国

として、ある曜日を決めて、車を止めて、歩行者が歩いている、としているわけです。 

 でも、私はいつも言うのですけれども、歩行者天国は、歩行者にとって天国ではない。

だって、歩いていると、要するに車道を歩いているわけです。ですから、右折する矢印と

か、とまれとか、そういう普段車が踏んでいるところを、歩行者が歩いているわけです。

それは、ある時間が来たら、車の世界になることが前提で、ある時間だけ車が通る。それ

は、交通規制をやっているから、そういうことになるわけです。それから、ヨーロッパの

ように、完全なモール、しかし、例えば、荷さばきの車が入ってこられるとか、少し柔軟

にその車の扱いができる、例えば、歩行者専用道路を、昭和４０年代からずっとやってき
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ているわけですけれども、そろそろ見直しの時期ではないかという過激な意見を話しまし

た。 

 以上です。 

【石田部会長】  ありがとうございます。 

 私からも、何点かございます。これは、今日出していただいた資料４は、非常にいい資

料だと思うのですけれども、議論の時間が限られておったりしますので、多少メリハリを

付けた議論をすべきかと思いますので、もし委員の皆様方から、こういうところが重点だ

から、ここは突っ込むべきだというご意見もありましたら、ぜひいただきたいと思ってお

ります。 

 それと、私、勝間委員のおっしゃったことに全く同感でございます。生産性革命とか、

いろいろなことを言いながら、モニタリングのことが、あまり考えてられてない気がいた

しまして、しかも、これは道路だけではなくて、日本国政府全体として、お金がないから

と言って、その辺の調査とかデータ蓄積を怠っている気がいたします。 

 一方で、民間のデータは、クラウドということもございましたけれども、結構完備して

きていますので、そういうことが、道路だけではなくて、いろいろな方、これは国だけで

はなくて、都道府県、市町村も含めて、使いやすいモニタリングシステムというか、デー

タシステムみたいなものを、どこかが先頭切って何か言い出さないといけない。道路局は、

そういう意味では、本当に先頭を走られてきましたし、今後ともそういうことは大事にし

ていただきたいと思いますので、お願いをしたいと思います。 

 あと、道路空間の再配分に関して言いますと、私、大事だと思っておりますのは、日本

的特徴と言いますか、アジア的特徴と言ってもいいかもわかりませんけれども、道路空間

の成り立ちとか構成とか豊かさが、ヨーロッパ、アメリカと違いますので、そういう中で

の空間の再配分のモデルを考えないといけないのかという気がしています。 

 ところが、道路交通法上、あるいは、道路法もそうかもわかりませんけれども、安全の

考え方とは、分離をすれば安全になるという基本法則というか、基本方針が確たるとして

あって、５.５メートル未満の道路がほとんどの日本で、分離なんてできっこないので、そ

の辺も含めて、あわせて考えていいのかと思いました。 

 以上でございますが、もし……どうぞ。 

【太田委員】  私は、インフラで生産性を向上させる、またそれをモニタリングせよと

いうのは、いかがなものかと思っています。それは、使うほうがきちんと使っていないだ
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けなのではないか。インフラをつくってチャンスを与えてあげました、しかし、きちんと

使い倒していないのではないか。その場合、インフラをつくったほうが問題なのかどうか、

これはなかなか難しい判断だと思うのです。 

 そこのところをしっかり議論しなければいけない。おそらく昔の、昭和３０年代だと、

道路政策の全体を考えるときに、国土の中でどれぐらいの高規格道路が必要で、国土の中

でどのくらいの道路密度が必要だということを、メッシュ型でつくっていましたね。つま

り、道路ネットワーク全体として、どのくらいのものが必要なのかを設定して、それに向

けていろいろな政策をつくっていました。 

 今回のここの議論は、どちらかというと、今のネットワークというものが前提で、それ

を、いかに有効活用しようかという視点でつくられている。それはそれで、今のままでい

いと思うのですけれども、もし、その生産性向上とかという本質的なところにまで話を落

としていくとするならば、日本という国土において、どういうネットワークがあるのが、

日本の生産性向上にとって必要なのかという議論が必要で、もう少し深いところに戻らな

ければいけないと思うのです。そこまでの議論は、求められていないのかと思っているの

で、モニタリングは、道路局はいろいろなデータを持っていて得意なところだけれども、

それが先行してしまうと、本来、インフラをきちんと提供している、インフラを管理して

いるという道路政策と、変に乖離してしまう恐れがあると、私は思っています。 

【石田部会長】  ありがとうございます。 

 そうは思わないのですが、後で議論をしましょう。もし、お答えいただけるのであれば、

お願いしたいと思います。 

【企画課長】  まず、朝倉先生のシェアと自動運転、特に低速だとか、都市内でそうい

うことが出るのではないかと、まさにおっしゃるとおりで、高速道路のところに自動運転

が書いてあるように読めますので、その辺の書き場所も含めて、公共交通に入れるべきな

のかもしれませんけれども、考えたいと思います。 

 メンテナンスの話は、当然、集約も出てくる。現状、通行止めもしている、規制してい

るぐらいですから、そういうことも出てくると思っています。確かに、車の進化のスピー

ドと、インフラが合わないところもありますけれども、車の進化も見据えながら変えてい

くことは、大事であると思っています。 

 それから、評価のところは、おっしゃるとおりでして、確かに、消費者というか利用者

が分かっているのか、ということを踏まえなければいけないことも、おっしゃるとおりだ
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と思います。 

 地域の格差の解消はおっしゃるとおりで、どこに入っているかというのは、なかなか読

みにくいので、少し考えたいと思います。先ほどの国土の議論もおっしゃるとおりでして、

そことどう組み合わさるのか、もしかしたら上位概念があるのかないのか、そういうこと

かもしれないと思っております。 

 それから、根本先生のおっしゃられたことで、どうデータを取っていくのかもそうです

し、確かに、公共交通を補完する、我々の文言で、「二次交通として」と８ページ目に書い

ていますが、本当に二次交通なのか、補完する二次交通がカーシェアなのか、むしろそれ

がメインとなるのかは、８ページ目に書きましたけれども、少し迷いながら書いたところ

でありまして、もしかしたら、先生のおっしゃることかと思っているところです。 

 羽藤先生がおっしゃられた大型の災害に対してどうするか、首都直下とか含めていろい

ろ考えたいと思いますし、確かに、外国人の問題は、案内だけではなくて、外国の方が入

ってきて、車社会がどうなるのかを考えなければいけないということかと思います。 

 もう１つのアルゴリズムの話、非常に難しい話でしたけれども、費用をどう求めていく

のかということか、維持管理にかかる費用を、何に求めるのか、また、高速の料金とかも

ありますから、どう頭を整理していくのか。距離と重さに応じて考えるのが普通でしょう

けれども、ただ利用頻度とかもあるのでしょうから、そういう中で、どう考えるのかとい

うことかもあります。 

 それから、石田先生の言っておられた、モニタリングなどは、我々はたくさんデータを

持っているので、きちんと評価していくことは当然ですし、日本型の再配分も、当然ある

のかということも思っております。 

 ネットワークの必要性のところは、遠慮がちに書いたのですけれども、６ページ目の最

初で、ネットワークの道路網再編とかいろいろな概念で書いてはみたのです。遠慮がちに

書いていて、ただ、いろいろやっていますと、観光は少し広がりを持ちますし、逆に緊急

輸送道路という意味では、少し絞られるものもあるし、また物流とか考えると、というこ

とですが、ただ、ネットワークが重なってくるのかという気もするし、今あるところを、

整理するところがあれば、新たに追加しなければいけないところもあるので、そこは、先

ほどの国土全体をどうしていくのかもにらみながら、そこの言葉を「理念」とは書いたの

ですけれども、そういうことも考えなければいけないのは当然のことだと思っていて、打

ち出しが弱いということだったのかと思っています。 
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 最後の自転車のところは、自転車の担当がおりますので、一瞬目が合いましたので、担

当室長から、答弁させたいと思います。 

【石田部会長】  どうぞ。 

【道路交通安全対策室長】  久保田先生には、日ごろからお世話になっておりまして、

大変ありがとうございます。温かいお言葉が、いろいろなところまで突っ込んでいただき

まして、ありがとうございます。 

 冒頭のゾーン３０の話につきましては、今、先生と一緒になって取り組んでおりますの

で、今後も引き続きご指導をお願いしたいと思っています。 

 また、自転車につきましては、自転車のガイドラインの改定に向けて、平成２８年３月

に提言をいただきました。その中でも、ここら辺の構造令の在り方みたいなことについて

検討しなさいという指摘をいただいておりますので、その辺について、今後検討していき

たいと思っています。 

 あと、モールの関係につきましては、いろいろ多分難しい面もあると思いますけれども、

この辺については勉強していきたいと思いますので、ぜひご指導を、またよろしくお願い

したいと思います。 

 答えになってないかもしれませんけれども、よろしくお願いします。 

【石田部会長】  よろしいですか。はい、どうぞ。 

【朝倉委員】  ごめんなさい、１点だけ追加でコメントさせてください。 

 今、資料３と資料４を両方見ていると、特に資料３ですけれども、資料３は、一番右下

に、「上記施策を計画的・効果的に進めるための制度・方策の検討」がありまして、このこ

とは、上に書いてある７つですか、テーマ全体にかかわることなので、あえてこれは説明

されなかったのではないかと思うのです。 

 でも、この中に結構大事なことが書いてあって、もちろん財源のこともそうですし、評

価システムと呼んでいるものも重要です。主にＢ／Ｃで今評価しているものを、本当にそ

れだけでやるのか、もっとほかにいろいろな評価の考え方があるのではないかを、より議

論しないと、なかなか話が先に進まないものがたくさんあるのではないか。無理やりＢ／

Ｃの枠組みに入れるために、無理やりな論理をつくっていることもあるのではないかと思

うので、それがもっと自然にかつ理論的に健全な形で評価システムが動くように、新しい

検討をすべきであるという意味であれば、このことは大変いいことで、やっていただく価

値があると思います。 
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 それから、先ほどから議論が出ている情報データの活用もあるし、新技術の活用には、

新理論の活用もあると思うのですね。つまり、データを蓄積して、それを分析する、ある

いは、それに基づいてどうなるかを予測するときには、しかるべき理論を使わないといけ

ないのだけれども、それをできるだけ最新のものを使って、その結果を評価に役立ててい

くことが重要だと思うのですが、そのあたりをどう議論していくのかも、ここでの大事な

テーマであるのではないかと、感じます。 

 以上です。 

【石田部会長】  ありがとうございました。 

 議論を続けたいのですけれども、進行の不手際で、あと、もう１０分ぐらいしかないの

ですが、まだ報告事項が３つもあって、どうしようかと思っておりますので、議論につい

てはこれぐらいにさせていただきたいと思います。 

 いずれにしろ、先ほど資料でお示しいただきましたように、これから続いていくわけで

すので、また活発な議論を期待して、キックオフの議論はこれぐらいにさせていただけれ

ばと思います。 

 報告事項、３つございますので、順に、すみません、手早くご説明いただければと思い

ます。 

【企画課長】  簡単に、まず資料６で、首都圏の料金の件でございます。 

 １ページ目は、環状道路、真ん中の中央環状もできあがりましたし、圏央道も８割出来

上がったことで、これをもっと使っていただくような料金にしなければいけないというこ

とで、飛ばしていただいて、３ページ目の、バラバラであった料金水準、整備時期に合わ

せて設定していた料金水準を統一いたしまして、４ページ目にありますような、ほぼ同じ

論理にさせていただきました。 

 それから、５ページ目にある、都心と圏央道経由の料金を同じにすることで、できるだ

け圏央道を使っていただきたい、都心に用のない車はそちらを通っていただきたいという

料金体系にいたしました。 

 結果ですけれども、まず、７ページ目を見ていただきたいのです。都心通過から外側の

環状道路に転換したことで、これは、外側の高速道路のトリップがどうなったか、流動が

どうなったかで、例えば、東北道から東名に抜けていた車が、５,４００台あったのが半分

になった、都心通過交通全体では、１割近く減ったということで、首都高を通る車の走行

台キロが約１％減りました。それが減ることによりまして、渋滞損失時間は約１割減った
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ということであります。 

 それから、８ページ目でございます。今回の料金体系は対距離にすることで、従来の５

１０円から９３０円の階段型料金ではなくて、赤い線のように距離に応じた料金にすると

いうことでございました。短距離の料金が、安くなりますので、交通量が増えるというこ

とがあります。例えば並行する首都高速３号と国道２４６号で書いていますが、要するに

青山通りですけれども、首都高速３号が２％増えまして、国道２４６号が減るということ

で、そういう下の道路の渋滞緩和にも活用されたということであります。 

 最後に、９ページ目でございます。圏央道の利用状況ですけれども、１年前に比べます

と約１割、それから、東北道と関越道がつながったのが１０月末でございますので、そこ

と比べても、５％から８％増加しているということであります。物流施設につきましては、

首都圏全体では２.７倍、圏央道の周辺では４.６倍も増加しているということで、様々な、

これは料金の効果ではありませんけれども、効果が出ているということでございます。 

【石田部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、引き続きお願いします。 

【路政課長】  続きまして、今年３月に成立をいたしました踏切道改良促進法の一部を

改正する法律につきまして、ご説明をいたします。 

 １０ページでございます。今回の法律改正は、大きく分けますと、踏切道改良促進法の

改正と道路法の改正、これを一体的にやった法律改正でございます。踏切の話は先ほども

出ましたけれども、依然として事故が多い中で、現在ある踏切道改良促進法を５年間延長

した上で、その制度を抜本的に見直したものでございます。 

 １２ページをご覧になっていただきますと、従前の仕組みというのが、踏切の箇所と改

良方法をセットで指定をするやり方を取っておりましたけれども、これだと合意が前提に

なっておりましたので、今後は、鉄道事業者の合意がなくても、踏切の改良を指定できる

制度に改めました。また、併せまして、協議会制度を創設しまして、地域の方々も入って

いただいて、踏切の改良方法について一体となって協議していただく仕組みを設けたこと

と、踏切の改良の方法につきましても、１２ページの右下にありますけれども、立体交差

化など４つの手法に限られておりましたが、当面の対策も含めて、様々な方法を組み合わ

せて、やっていくことができるようにしたということでございます。 

 １０ページに戻っていただきまして、この改正法に基づきまして、課題のある踏切を指

定して、少なくとも５年間で１,０００か所以上指定して、対策を進めていきたいと考えて
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ございます。 

 もう１つが、道路法の一部改正でございまして、改正点は２点でございます。１つは、

先ほども話に出ておりますが、道路協力団体制度を創設しまして、民間との連携を、今後

より一層進めていくということでございます。協力団体制度の指定制度につきましては、

占用許可の手続きを簡素化するといった特典も設けておるところでございます。 

 もう１つは、不法占用物件にかかる対策の強化で、路上の看板などについて撤去できる

権限が、これまで道路管理者は持っておりませんでしたけれども、持っておられなかった

というか、非常に煩雑な手続が必要だったわけですが、非常に危険を及ぼしそうな場合等

については看板等の除去ができるようになったことで、不法占用物件を適切に撤去しなが

ら、道路交通の円滑化、安全対策等を進めていきたいと考えてございます。 

 この法律につきましては、踏切道改良促進法に関連する部分は、既に４月１日から施行

してございまして、残りの部分は、６カ月以内に施行ということになってございます。 

 以上でございます。 

【企画課長】  最後に、１７ページから、生産革命の話をさせていただきたいと思いま

す。 

 人口が減り、労働者が減る中で、生産性を上げていくべきではないかと、経済成長をし

ていくためには、そういうことが必要ではないかということで、３月７日から生産性本部

を立ち上げまして、省全体として進めている。生産性革命における３つの切り口としては、

社会のベース、産業別、未来型でございます。 

 １８ページを見ていただきますと、道路としては、社会ベースの中で、渋滞をなくすピ

ンポイントの対策と賢い料金。それから、産業別ではトラックの輸送を効率化していく。

あと、未来型では、科学的な道路交通安全対策ということで取り組むこととしています。 

 １９ページは、渋滞の話です。端的に申し上げれば、移動時間の約４割が渋滞になって

おり、海外では約２割でございますので、せめて欧米なみにはできないかと、そのために

道路を賢く使い、渋滞の集中箇所を局所的に見つけて、対策を打つことができないかとい

うことでございます。 

 具体的には、２０ページで、渋滞の中では、サグとか上り坂で渋滞が起きているという

ことで、その部分の車線を増やすという対策をしながら、渋滞を減らすということもあり

ますし、２１ページ、先ほどご説明しましたけれども、料金施策を使いながら、できるだ

け外に回せるものは回すということが大事ではないかということです。 
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 先ほどと説明順序がずれますけれども、科学的な道路交通安全対策ということで、今ま

での対処療法的なものから、データに基づきまして、急所を事前に特定して、そこで対策

を打つこともやっていくべきではないかということです。 

 トラックは繰り返しになりますので、ご説明しませんが、トラック輸送の生産性向上と

いうことで、２４ページは、アクセスの強化、それから、取り組みとして、ダブルトラッ

クということで、大型化を目指して、１回の輸送でたくさん運べるようになることと、機

動性を確保するということで、特車手続を迅速化することを挙げさせていただいていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

【石田部会長】  素早く説明していただきまして、ありがとうございます。 

 素早く質疑に移りたいと思いますが、何か、ご質問とか、ご意見ございましたら、お願

いしたいと思いますけれども、いかがですか。 

 よろしいですか。 

 それでは、質問等ございませんようですので、これぐらいで終わりたいと思います。 

 本日の意見を踏まえて、引き続き、これから基本政策部会で検討してまいりますので、

よろしくお願いをいたします。 

 本日予定された議事は以上でございますので、議事進行を事務局へお返しいたします。 

【総務課長】  長時間にわたるご議論、ありがとうございました。 

 本日の基本政策部会の内容につきましては、後日、委員の皆様方に議事録の案を送付さ

せていただき、ご同意をいただいた上で、公開したいと思います。 

 また、近日中に、速報版として、簡潔な議事概要を、国交省のホームページにて公表し

たいと考えております。 

 本日の会議資料は、そのまま置いていただければ、追って郵送させていただきます。 

 また、次回の日程については、改めて調整いたしますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、以上を持ちまして、閉会とさせていただきます。本日は、ありがとうござい

ました。 

―― 了 ―― 


